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英語学習者の情意諸因子IC関する基礎的研究(1): 
生徒の態度形成と完全学習の理論
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O. はじめに

今日の教育が抱えている重要な問題のひとつは，学習者の情意面の指導をtm何IL巧みに行なう

ζとにより，効果的な認知面での活動lζ導くことができるか，ということであると思われる。英

語学習者の中には，非常に短期間の内lC興味を失なし、，英語学習に対して否定的な態度を形成し

てしまう者が少なからず見られるが，その原因となっているものは，何であろうか。本論では，

英語学習初期における学習者の英語学習に対する態度形成に関わる英語教技法上の問題点を指摘

し，さらに，教授学上の理論である完全学習の理論が英語教育lζ示唆するものについて考察する

ことをその目的とする。

1. 問題の所在

今日の教育の目的が全人間的発達を促すことに在る乙と，情意諸因子の学習の成否lζ及ぼす影

響力が認識されるようになったこと，および，過去において的意卸域lζ対してしかるべき考察が

行なわれなかったことを考え合わせると，学習者の情意諸国子lζ関する考察が必要であるととが

解る(①:176)。とりわけ，学習意欲の主たる構成案となると思われる学習者の学習に対する態

度への配慮が必要になる。しかるに，学校教育の現状を眺めてみると，好ましい学習態度の形成

lζ向かつて肯定的lζ作用していない面が在る乙とに気付く。すなわち，能力別クラス編成を行な

っている場合を除いて，通常，種々の能力或は適性を持った学習者がどのクラスにもほぼ均等lと

配分されるのであるから，同ーの教授条件下では，ほぼ正規分布曲線によって示されるような学

習成績の分布が得られるのが当然であるという考え方が支配的であるように思われる。つまり，

すべての学習者を一定水準にまで到達させるという乙とは，本来それが学校教育の目的であるは

ずであるにも関わらず，あまり問題lとされなかったようである。

1970年代の初頭lと，教授・学習過程の個別化の必要性を，伝統的な教授法lζ対する反省から説

いたBockmanは，伝統的な教育の目標としては masteryが真撃に考えられていなかったとしてい

るが(①:39-40)，その後数年を経た今日でもなお以前の状態から脱し得ていないのである。

これまで masteryというものが，終局的lとは学習者の能力や適性および意欲の有無l乙帰され

てきた場合が多く，伝統的に用いられてきた5段階相対評定法が，初等学校レベソレではそれに対

する反省から改善された例もなくはないが，中等学校レベルでは今なお踏襲されている場合が多

いという ~H災が示している如く，教授・学習過程の結果，前述のiE山分布したf学問t'8烈が{!}られ

るというがHJJが存在する乙とは明らかで、ある。
しかしながら，義務教育レベルでの英語教育では，その目的論的考察はこ乙ではその目的では

ないので挫えるが，すべての生徒lζ，最低限必弘iだと思われる教科内容を徹底的l乙数段すること

をm一義的なものと見倣すべきであると考える。そのためには，教授内容の masteryを計るため
の機会が充分に学習者lζ与えられなければならないが，実際は，そうではない。教室内で生徒は，

殆どの場合，同ーの学習時間しか許容されていないのである。
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今日lζ至るまで，教授法聞の多くの比較研究がなされ，同一時間内で最も効果的な教便法が追

求されているのは，迎3時間制への移行そ考える時，非常に重要な研究の方向性であるととは否

定できなし、。しかし， .最も時間を節約できる，言わゆる効果的なメトーデの追求は，他方で，個

人差の問題においてクローズアップされる学習不振児をどうしでも救済できないという問題を践

す乙とになる。

大多数(理想的にはすべて)の学習者が，自分はよく盟解できているという肯定的な示唆を受

けていれば，学習に対する好ましい態度が荏われるが，今日の教育のような状況下では，逆lζ，

度重なる学習上の失敗が原因で，学習者は学習から遠ざかる ζとになっている。学校教育におい

て，そのような学習に対する否定的な悪循環lζ生徒が陥らないようにするために，すべての生徒

lζ解るまで教えるという ζとは，不可能なのであろうか。

2. 完全学習の理論

以上の問題を解く手掛りとして，次IC， Carrollの学校における学習モデルについて考察して

みたい。そこでは，学習に関わる要因として5つ，すなわち，学習者型因として， (1)適性(品週

な教技条件下で特定の内容を学習するのに必裂な時間J)， (2)民業を}ll!jlげする能力，および， (3)恨

541，次iζ学習者以外の1!!囚として， (4)学討の機会(/1与1m)と(5)民主の質が挙げられ，学問の担此

というのは，次lζ示すような関数であるとされる(①:729 -730)。

f学習にI日いられた時「
学習の程度=f={ っ

¥学習に必要な時間ノ

さらにB10ckは， CarroIlの考察lζ基づいて，分母・分子lζ，それぞれの時間を決定する 5要因

を配して，次の如き公式を設けている(④:6)。

学習の程度 f右 ー根気 学習の機会 λ 

乙こで注目すべき乙とは， (1)学習モデJレにおいて「時間Jというものに非常に重要な役割が与

えられている ζと， (2) r適性」の概念に潜む楽観的教育長ll，すなわち，適切な教授条件下で，学
習時聞を充分に与えれば，大多数の学習者は masteryIC達することができるという乙とであろう。

乙のような学習における時間と mas加 yという要素を重視した教授・学習理論が r完全学習J
の担論である。完全学習の考え方は， B100m I[始まり，クラスの95%の生徒が完全に学習するこ

とを目指す学習を言うが，その能力観は， CarroIl (1963)の適性の概念規定を基礎としている。

すなわち，一般的lζ，同ーの課題を学習する場合，適性の高い生徒は，適性の低い生徒よりも短

時間l乙学習する乙とができるが，適性の{邸、生徒でも，教授法を工夫し，充分に学習時聞を与え

れば，その課題の完全習得は可能であるとする立場をとる(@:50 -51)。

完全学習に関する諸変数は，前述の CarroIl(1963)が挙げた 5つであり，それらを考J注した学

習の程度を高めるような指導が完全学習を目指した教伎・学習過程ということになるが，授業の

抗れは，具体的には次のようになる(@:125 Iζ基づく)。

(i) 教授目標の提示
α) 教授:内容の提示

(3) 補足教授:佐官・練習

似)形成的テスト

(5) 小集団での協同矯正学習
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(6) 総括的テスト

その特徴11.，教授・学習の到達目標を明確に設定し，学習者iζ提示してから教授活動lζ入り，

その目標lζ基づいた診断テストとしての形成的テスト (forrnativetest)を行ない，その診断lζ基づ

いて次lζ小集団での補充矯正学習を行なわせる点にある。すなわち，教授目標が完全に習得され

ているかどうかの評価を lつの目標ユニットの教授を終える毎lζ行ない，習得できているか否か

を生徒に知らせ，その結果lζ従って即座のフィードパックとしての補充的な諸活動を行なうもの

である。また，そのような教授・学習過程に組み込まれた形成的評価では，学期末l乙行なわれる

総括的評価 (summativeevaluation)と異なり gradeをつけることをその目的としない(①:78-

86 )。

3. 完全学習理論の示唆するものと問題点

以上の如き特徴を持った学習理論は，如何なる教科に適するであろうか。B¥ockは，次の 3条

件を挙げている(@:65 -66)。

(1) 最小限の先行学習或はすべての生徒が既に持っていると思われる先行経験しか必混としな

い教科

(2) 累積的lと学習可能な教科

(3) 内容が有限で閉じている教科

(1)1とついては，小目標の masteryを確認しながら進むという特徴をもっ学習到!論では，学習開始

時の学習準備度の相違は最小限である ζとが望ましいので当然の乙とであるが，中学校で初めて

学習する英語の場合，小学校でのローマ字学習の成否が英語学習初期lζ与える:~響も1!lt視はでき

ないが，学習者の英語学習に対する準備度は，ほぼ同一であると考えてよいと思われる。仰につ

いては，今後，英語科教材の体系化が緊急の課題となるが，現在の教科古:でもほぼ京砧的i乙学習

できるように構成されている。 (3)については，英語そのものが持つ内容は制限であるが，教科と

しての内容を明確に限定し規定する乙とによって目指され得る。

すなわち，完全学習の四!論の枠組で英語教育を捉える場合，英語教育の内容と目標が明確に設

定される必要があるが，概ね英語科は，完全学習即論を受け入れ得る条件を備えていると言える。

また，完全学習理論を取り入れた結果として，如何なる変化が学習者側l乙期待できるかを見てみ

るとBloomの言う如く，自分が学習に成功しているという意識は，好ましい自己概念を形成

し，さらに，学習している教科が好きになり，根気が増すという乙とが指摘できる(@:54， 61)。

冒頭で触れた如く，英語科lζは，学習に対する否定的な態度を形成している生徒が多くいるわけ

であるが，そのような生徒に対して，完全学習の手だて，すなわち，叩出のフィードパックと学

習時聞を与える ζとにより，より多くの learningsuccess IC導き，好ましい学習態度を形成する乙

とが肝要である。また，小集団での学習により，生徒相互の協力，つまり masteryIC達した者が

述していないものを段WJする乙とによって，学習意欲を高めるとともできると考えられる。

しかしながら，完全学習理論に対しては，問題点も指摘されている。つまり i 行動目 t~~Iζtltつe

いて学留させる乙とは，機械的記憶に重きを世く乙とになり，英語科の場合では， communicative 

competenceを養う乙とはできないであろうということである(①:214 -215)。 なるほど，コ

ミュニケーションのための教材編成および教便法の工夫は重裂であるが，ひとつずつ解っていく

過程で，成功感を味わうことが学習態度形成にとって重要であるから，何を目指すにせよ，目標

をI]JJli(tiIζ定め一歩ずつ進むことが必要であると考えられる。また，形成的テストと矯正学習の問
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題点も指摘されている。すなわち，診断テストを巧妙に作成し，補充教材が与えられるのであれ

ば，なぜ教授・学習過程で問題となるとd思われる点を予め強調じて教えないかという批判である

が(@:27)， 問題点の予測そのものに価値があるのではなく，様々な班由により， non.mastery 

が生じた時の柿充・学習時間の延長lζ価値があると考えるのが良い。

さらに根本的には，完全学習理論の能力観lζ対する不信，或いは週3時間時代lζは実際上完全

学習理論の応用は不可能であるという意見があるが，すべての子どものための英語教育を蝶筏す

る限り，完全学習理論の根本的原理を無視するわけにはいかないであろう。完全学習への配慮が

欠落する時，英語教育の目的論において whom&whatの変容が不可避なものとなろう。
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